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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１６年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 東京大学 学長名 濱田純一 拠点番号 K08 

１．申請分野 Ｋ〈革新的な学術分野〉 

２．拠点のプログラム名

称 

(英訳名) 

次世代ユビキタス情報社会基盤の形成  

(Next generation ubiquitous information society infrastructure)  

    研究分野及びキーワ

ード 
<研究分野：情報学> (啓蒙思想)(言語理論)(データベース)(コンテンツ)(社会情報システム) 

３．専攻等名 
大学院情報学環・学際情報学府学際情報学専攻、大学院農学生命科学研究科応用生命工学専攻、総合研究博物館、情報基盤

センター 

４．事業推進担当者           計 21 名 
ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー) 

坂 村
SAKAMURA

健
KEN

 

吉見
YOSHIMI

俊
SYUN

哉
Y A

 

 

馬場
B A B A

章
AKIRA

 

 

西 垣 通
NISHIGAKI TORU
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HARASHIMA

博
HIROSHI

 

河 口
KAWAGUCHI

洋一郎
Y O I C H I R O

 

 

濱田
HAMADA

純一
JUNICHI

 

橋 元
HASHIMOTO

良
YOSHI

明
A K I
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S U D O

修
OSAMU

 

 

石田
I S H I D A

英
HIDE

敬
TAKA

 

 

中 川
NAKAGAWA

裕
HIRO

志
S H I

 

 

清水謙多郎
SHIMIZU KENTARO

 

 

西野
NISHINO

嘉
YOSHI

章
A K I

  

 

佐倉
SAKURA

統
OSAMU

 

 

林
HAYASHI

香里
K A O R I

 

水 越
MIAUKOSHI

伸
SHIN

 

 

石崎
ISHIZAKI

雅人
MASATO

 

 

越 塚
KOSHIZUKA

登
NOBORU

 

 

中尾
N A K A O

彰
AKI

宏
HIRO

 

石川
ISHIKAWA

徹
TORU

 

辻井
TSUJI I

潤一
JUNICHI

 

 
大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

情報基盤センター・教授 

 

大学院農学生命科学研究科(応用生命工学専

攻)・教授 

総合研究博物館・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・准教授

大学院情報学環(学際情報学専攻)・准教授

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・准教授

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・准教授

 

大学院情報学環(学際情報学専攻)・准教授

大学院情報学環(学際情報学専攻)・准教授

大学院情報学環(学際情報学専攻)・教授 

 

電脳建築学・工博 

社会学(社修) 

 

歴史情報論(文修) 

 

基礎情報学(工博) 

 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ工学(工博) 

情報造形学(芸術修) 

 

情報法学(法博) 

社会心理学(社修) 

 

情報経済学(経博) 

 

記号論(人文科学博) 

 

情報工学(工博) 

 

生命情報科学(理博) 

 

博物館工学(文博) 

 

情報進化学(理博) 

 

社会情報学(博(社情)) 

ソシオ・メディア論(社

修) 

認知科学(認知科学博) 

 

情報工学(博(理)) 

 

情報工学(PH.D.) 

空間情報学(PH.D.) 

情報工学(工博) 

 
拠点リーダー、ユビキタス情報処理技術(プロジェクトＢを統括)

総括調整班・リーダー補佐、ユビキタス情報ベース概念構築(プロ

ジェクトＣを統括) 

総括調整班、ユビキタス情報ベースの構築手法(プロジェクトＡを

統括) 

ユビキタス情報社会の概念構築、ユビキタス情報ベースの概念構

築(プロジェクトＣ) 

メタアーカイブ画像処理基盤システムの構築(プロジェクトＢ)

ユビキタス情報社会、ユビキタス情報ベースの表現デザイン(プロ

ジェクトＢ) 

グローバル情報社会の法秩序(プロジェクトＣ) 

コミュニケーションと知識形成、ユビキタス情報ベースの社会調

査分野構築(プロジェクトＡ) 

グローバルな知識経済システム、暗号とセキュリティ(プロジェク

トＣ) 

ユビキタス情報ベースの映像編集システム・概念構築(記号学、プ

ロジェクトＡ) 

アーカイブ基盤システム(デジタル・アーカイブ技術、プロジェク

トＢ) 

アーカイブ基盤システム(デジタル・アーカイブ技術、プロジェク

トＢ) 

博物館連携、ユビキタス情報ベースの歴史資料編集システム(博物

館学、プロジェクトＡ) 

博物館連携、ユビキタス情報ベースの科学技術データ編集(プロジ

ェクトＣ) 

ユビキタス情報社会の概念構築(プロジェクトＣ)【H16.8.9追加】

ユビキタス情報社会における市民連携(メディア・リテラシー、プ

ロジェクトＣ) 

総括調整班、ユビキタス情報処理における言語処理基盤システム(

プロジェクトＣ) 

総括調整班・リーダー補佐、ユビキタス情報処理技術(プロジェク

トＢ) 

ユビキタス情報処理技術(プロジェクトＢ)（H18.3.17追加） 

ユビキタス情報処理技術(プロジェクトＢ)（H18,12.1追加） 

ユビキタス情報処理技術(プロジェクトＢ)（H17.3.11辞退） 

５．交付経費(単位：千円)千円未満は切り捨てる (  )：間接経費 

年 度(平成) １６ １７ １８ １９ ２０ 合  計 

交付金額(千円) 248,000 188,000 177,180 
186,000 

( 18,600 ) 

189,900 

( 18,990 ) 

989,080 

( 37,590 ) 
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６．拠点形成の目的 

20世紀に発達した情報通信技術は我々の社会

の情報化を劇的に進め、コンピュータをあらゆ

るモノや場所に埋め込んで活用するユビキタ

ス・コンピューティングを経て、21世紀の近い

将来には、人間社会のあらゆる場面においてデ

ジタル化された膨大な情報を活用するユビキ

タス情報社会を迎えようとしている。本COEプ

ログラムは、こうしたユビキタス情報社会基盤

の確立と課題の解決に向け、情報学を核とした

理論基盤研究や技術基盤研究、社会基盤研究に

わたる幅広い新たな学際的な学問基盤を確立

することを目的とする。 

本プログラムの鍵となる中心テーマは、今だ

かつて人類が体験したことがない程に多様か

つ大量であり、かつ社会全体に遍在する情報を

構築・統御・利活用する機構を確立し、人間生

活の質の向上に資することである。従来からも、

世界中で豊富なデジタルコンテンツが構築さ

れてきたが、その記述形式が多様であることか

ら、大量のコンテンツを活用した情報サービス

の恩恵をいつでもどこでも享受できてはいな

い。ここで重要なことは、世界中のデジタルコ

ンテンツを統合するための共通の記述形式基

盤や意味記述基盤を確立し、更に普及させるこ

とである。そこで、本拠点では、世界最大級の

量的規模、多様性、情報品質を兼ね備えたメタ

アーカイブを構築し、そこに東京大学の豊富な

コンテンツを投入し、実証的な研究を推進する。 

ユビキタス情報社会の特色は、情報が社会のあ

らゆる場面に満ち溢れた、あらゆる分野におけ

る人間の知的営為でそれらの情報あるいは情

報技術が活用される点にある。既存の情報科

学・情報工学といった研究分野、それをやや広

げた程度の学際研究としてこうした課題に対

処することには限界がある。そこで本拠点では、

社会情報学をはじめとする人文社会系の学問

と情報科学・情報工学を融合し、国際的に通用

する新しい哲学的概念形成を含めた知識構築

や基礎理論研究、情報技術基盤研究、情報社会

研究、経済研究、法律研究、文化研究等を一体

化して密に推進する研究拠点が必要である。 

本拠点となる、東京大学大学院情報学環は、人

文社会科学から情報科学、電気通信工学にわた

るまで、広域な分野を密に融合した学際研究を

実施し、既に世界的な業績を上げている。本拠

点では、この特色を活かし、ユビキタス情報社

会基盤に関して、世界最高水準の研究成果を輩

出する。ユビキタス情報分野では、技術分野に

おける研究は国内外の大学や、IT企業の基礎研

究所等において優れた研究があるものの、哲学

的な考察を含めた基礎理論研究、社会情報学的

分析、法的・経済学的分析、さらにはユビキタ

スコンテンツの構築方法やその活用など、我々

の社会全般との関わりにおいて、ここまでの広

がりがある研究は行われていない。 

ユビキタス型の情報システム分野には、デバ

イスから通信方式、基盤システムから応用シス

テムなど、あらゆる階層の研究開発が必要とな

る。物理層に近いレベルの研究開発が進むこと

により、最終的に残存する課題は「コンテンツ」

である。他のユビキタス分野の研究では、コン

テンツ部分にまで踏み込んだ研究は未だなさ

れていない。本格的なユビキタス情報社会に向

けて、ユビキタスコンテンツを正面に据えた本

質的なアプローチで取り組んでいる点は、本拠

点の極めてユニークな点である。 

第二に、コンテンツ形成、アーカイブ研究と

いう観点から見たユビキタスコンテンツには、

次の点でユニークである。そもそもユビキタス

とは、仮想情報空間のデジタル情報と実世界空

間のモノとを統合して扱う枠組みを提供する

(back to the real world)。本プログラムのメ

タアーカイブのコンテンツも、実世界タギング

技術により、デジタル情報とモノとを統合して

扱う。 

第三の特色として、文理にわたる多様な研究

者を密に連携した学融合型の研究・教育体制を

とることである。従来の学際研究が、単に異分

野の研究者が並存するにとどまった原因の一

つは、様々な分野の研究者間で共通の実現目標

が見出せなかった点にある。本拠点では、ユビ

キタス情報社会の基盤確立という、全研究者共

通の強い目標を設定し、またメタアーカイブを

核とする研究手法の共通化も図ることによっ

て、多分野が密に融合した研究教育拠点を形成

する。 
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７．研究実施計画 

 平成16年4月に東京大学大学院情報学環は、

社会情報研究所との合併を実現し、情報学を

機軸とした高度な学際研究を実現するのに最

適な組織となる。この特性を生かし、最先端

のユビキタス情報処理技術やデジタルアーカ

イブ技術、言語処理及び画像処理技術と、こ

れまで社会情報研究所や学内に蓄積されてき

た情報と知識、言語に関わる世界的な研究成

果を融合させ、更にユビキタス情報社会の社

会的、経済的、法的、文化的分析を連動して

行う。 

 ユビキタス情報社会の基盤を確立する上で

鍵となり、本研究拠点全体を通じて共通する

研究テーマは、いまだかつて人類が体験した

ことがないほどに量的に膨大でありかつ、カ

バーする領域も多様にわたり、しかも社会全

体に遍在するデジタル情報を、人類の生活の

質を向上させるためにいかに構築・統御・利

用していくかということである。そこで、本

COEプログラムでは、ユビキタス情報社会の基

盤として、世界最大級の量的規模、情報の多

様性と品質を兼ね備えたメタアーカイブを構

築し、すべての研究教育活動を、このメタア

ーカイブを中心として国際的に推進する。以

下、各プロジェクトの実施計画について詳細

に述べる。 

【プロジェクトA】ユビキタス情報コンテンツ

形成プロジェクト(統括：馬場章教授) 

 ユビキタス情報基盤形成プロジェクトでは、

ユビキタス情報社会基盤として重要となる、

世界最大級のメタアーカイブのコンテンツを

形成する。これまで、東京大学では本拠点の

メンバーが中心となって、大学院情報学環(坂

村教授)や史料編纂所(馬場教授)、総合研究博

物館(坂村教授・西野教授)、総合図書館(中川

教授)、社会情報研究所(吉見教授)において、

膨大な情報アーカイブを形成してきた。アー

カイブ情報の分野の多彩であり、まさにユビ

キタス情報基盤であるメタアーカイブの素が

ここにある。本COEプログラムでは、更にこの

構築で培われたデジタルアーカイブの構築手

法を、ユビキタス情報基盤となるメタアーカ

イブシステムへ発展させる。 

【プロジェクトB】ユビキタス情報技術研究プ

ロジェクト(統括：坂村健教授) 

 ユビキタス情報技術研究プロジェクトでは、

ユビキタス情報社会を支える技術基盤を確立

する。本プロジェクトでは、画像処理・言語

処理・実世界タギング技術による情報アーカ

イブ構築技術、世界最大級のメタアーカイブ

を利用した、言語理解・意味理解研究、社会

環境のあらゆる状況でメタアーカイブを利用

可能にするユビキタス情報基盤システムなど

の研究を推進する。本プロジェクトでは第一

に、情報アーカイブを構築する技術として

RFID等による実世界タギング技術を発展させ、

現実世界の非デジタルコンテンツを統合した

アーカイブを構成する。第二に、構築された

巨大なアーカイブを利用し、それを知識デー

タベース化することによって、ユビキタス情

報システムにおけるコンテキスト理解に活用

し、高度なコンテキストアウェア型の情報シ

ステムを構築する。また、自然言語理解や意

味理解にも役立て、高度なヒューマンインタ

フェースの実現にも供する。第三に、構築さ

れたメタアーカイブを利用し、まさに社会全

体に情報を遍在させるための基盤技術開発を

実施する。 

【プロジェクトC】ユビキタス情報社会国際研

究プロジェクト(統括：吉見俊哉教授) 

ユビキタス情報社会国際研究プロジェクトで

は、ユビキタス情報社会の国際的基盤の確立

にむけて、メタアーカイブの活用を促進する

社会的インフラ整備と情報社会における人間

形成についての問題解決、および大型デジタ

ルアーカイブのもつ社会的・思想的次元での

研究・教育を、社会情報学を基盤としたグロ

ーバルな知識体系の構築を通じて体系化する。

情報行動論、情報経済学、情報法学、情報社

会学における今までの研究蓄積を活用し、情

報行動、経済システム、法的枠組、情報政策、

災害情報、社会運動などの諸次元においてユ

ビキタス情報社会のあるべき姿を模索する。

また、情報学的基礎概念を核としつつ、グロ

ーバルな比較研究や数量分析、歴史研究など

のためのメタレベルの認識システムを構築し、

デジタルアーカイブの思想的基盤を確立する。 
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８．教育実施計画 

 現在の我が国の大学における問題点の一つ

には、一般社会との学術分野の社会の遊離が

指摘されており、現在の大学は、社会が必要

とする人材を育成していないとも言われてい

る。こうした社会の強い期待に応えるため、

21世紀のユビキタス情報社会において社会か

ら嘱望される若手の研究者や技術者、学際的

な素養をもちつつ自らの専門分野に関しては

世界第一線の力をもった人材の育成を行う。

本拠点の研究内容を活用して、教育に関する

６つの柱を以下の通り計画した。 

1．戦略的人材の育成 

激烈な国際競争下にある情報分野で社会的

に影響力を持つ成果を挙げるためには、高度

な情報技術をベースとしつつも、情報技術を

適用する応用分野、経済、文化、マーケティ

ングといった、極めて広範な分野における展

開を一貫して行うことが不可欠である。我が

国の情報分野において決定的に欠けているの

は、こうした展開を担える高度な戦略思考が

可能な人材である。本研究拠点は、文理に渡

る幅広い研究者が共同作業を通して、戦略的

思考ができる若手の人材を輩出する。 

2．ユビキタス情報技術分野の人材育成 

ユビキタス情報技術には、組込み・リアル

タイム技術や、セキュリティ、通信といった

重要な要素技術が含まれる。現在の我が国の

情報産業分野は、デジタル家電や携帯電話と

いった組込み・リアルタイム分野において世

界をリードしている。セキュリティは、今後

の情報社会で不可欠な基盤技術である。しか

しこうした分野の専門家が社会的に不足して

おり、その育成を強く要望されているにも関

わらず、現在の日本の大学はその責を十分に

担えているとはいえない。こうした状況は将

来の日本の情報分野の国力を確実に脆弱化す

ると考え、本拠点は我が国に高いニーズのあ

るユビキタス技術分野の人材を育成する。 

3．デジタルアーキビストの育成 

ユビキタス情報社会の最終的な本質は、コン

テンツやそれを集積したアーカイブである。本

プログラムにおけるメタアーカイブの構築と

それを利用した研究活動と教育プログラムに

よって、ユビキタス情報社会を前提としたデジ

タルアーカイブの構成手法や記述形式を熟知

し、なおかつ人文社会科学的な調査データや歴

史史料、文化的資料の価値や文脈理解の能力を

備えた国際的水準のデジタルアーキビストを

育成する。教育プログラムの特徴は、デジタル

アーカイブに関する研究と教育、理論と実践を

同時に実施する点にある。こうした観点に基づ

くアーキビスト教育プログラムは、本拠点が初

めて開設するものである。 

4．メタアーカイブを利用した教育プログラム 

 本拠点のメタアーカイブを利用して、国際的

な広がりをもった大学院教育に積極的に活用

していく。歴史的に見ても、国家的規模による

図書館等の高度で大量の学術アーカイブがあ

る場所において、高度な学術的成果が挙げられ

ている。本拠点は、国内外の多数の学術的アー

カイブやデジタル情報を集積して、世界最大規

模のメタアーカイブを構築し、それによってし

っかりと裏付けられた資料をもとにした教育

プログラムを実施する。 

5．国際的最高水準の環境下における教育 

 今後の日本の国力や国際的地位からして

も、どのような分野の活動においても国際化を

前提とし、その中で最高水準を確保する必要が

ある。従って、教育段階においても常に国際的

に最高水準化で実施することが不可欠である。

既に大学院情報学環・社会情報研究所によって

構築されている国際的な連携ネットワークを

使って世界最高水準の大学院教育を実現する。 

6．若手研究者が活躍できる場の提供 

若手研究者が活躍できる場というと、とか

く、若手研究者が独立して研究できる場の提

供といわれがちであるが、実際に若手研究者

が独立して高い研究成果を上げる確率は極め

て小さいのが実情である。そこで本拠点では、

次の点に着目して若手研究者が活躍できる場

の提供を行う。第一に、本拠点に属する研究

者が、世界最先端の研究プロジェクトを積極

的に展開し、本拠点の若手研究者が若い時か

ら世界最高峰のレベルで活動する環境を提供

する。第二に、高いレベルの研究を実施して

いる若手研究者には、十分なfundingや研究設

備の提供を最大限行う。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体

の目的達成度 

「1．目的は十分達成した」といえる。その理

由を以下に述べる。 

 次世代ユビキタス情報社会基盤を形成する

過程において、次の実績を上げることができた。

研究面においては、従来積み重ねてきた組み込

みコンピュータ、ユビキタスIDアーキテクチャ

を核としたユビキタス技術を進化させ、ユビキ

タス場所情報システムの確立やucodeによるト

レーサビリティ技術、セキュリティ技術の確立

を行った。そして、国際標準活動に関しても積

極的に参画し、国連の下部組織であるITU-Tの

WGにおいて、事業推進担当者が重要な役割を担

い、その結果、日本発・本拠点発の技術を世界

標準にまで押し上げることに成功した。また、

デジタルアーカイブ分野においても最先端の

技術によるアーカイブ構築技術を確立し、さら

にはユビキタス・コンピューティングとの融合

を実現することができた。 

産学官連携という観点では、拠点リーダーが

代表者となって運営しているT-Engineフォー

ラムは会員企業400社にのぼるNPO法人であり、

本研究開発における成果も積極的に連携をす

ることで広めていくことができている。そのほ

かにも、国内外の組織、例えば、フランスのポ

ンピドゥーセンター、フランスINA(国立視聴覚

研究所)、NHKアーカイブス、NHK放送文化研究

所との研究を進め、また清華大学新聞・伝播学

院、上海交通大学媒体与設計学院、復旦大学新

聞学院との学術交流協定を締結した。また、総

務省、経済産業省、国土交通省、農林水産省な

ど多くの省庁との連携も実施している。 

 また、教育面においては、総合分析情報学コ

ースが中核となってカリキュラムの充実を図

り、また、世界最大規模の実証実験を通じ大学

院生並びに若手研究者の育成を実施した。また、

最先端技術を用いたデジタルアーカイブ構築

事業を通じ、デジタルアーカイブに精通したス

ペシャリストの育成にも貢献した。 

 さらには多数の国内外のシンポジウムを通

じ文系理系を問わずあらゆる分野の人々に対

して情報発信を行い、思想啓蒙から政策提言ま

でを行った。 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 基礎から応用まで幅広く網羅する教育カ

リキュラム： 

総合分析情報学コースにおいて、ユビキタス

に関連した基礎技術のカリキュラムを整備す

る一方で、コンテンツ、技術、社会制度の人材

が参加する教育プログラムを「総合分析情報学

研究法Ⅱ」という講義として、学生に教育する

活動も連携して実施した。これらの授業を通じ、

戦略的な視点を養うことができた。 

 世界最大規模の実証実験におけるOn Job 

Training ： 

産官学が連携し、総数5千以上のRFIDタグや

電波マーカなどを用い、延べ数千人が参加した

世界最大規模のユビキタス技術の実証実験に

おいて、若手研究者並びに大学院生らが開発し

た要素技術を適用し、実際に実験を行うことに

より、学術的のみならず、実用的な成果を上げ

ることができた。コード規模で十万行以上のシ

ステムによって実現した場所情報システムは、

上野動物園や東京都庁、東京ミッドタウン、京

都植物園での情報提供サービスとして実用化

し、現在でも運用を行っている。 

 デジタルアーキビストの育成： 

研究プロジェクトにおいて、文化資源の分類

と整理のためのマニュアル作成に関与し、歴史

学、社会学、工学といったそれぞれの異なる専

門性を生かして一万点以上の文化資源を最終

的なメタデータエレメントセットへと変換し

ていくプロセスに参画した。これは既存の研究

にない未着手の領域であったが、5年の研究期

間を通じて国際学会においても発表を行いう

る洗練されたアーカイブ構築プロセスを提示

することができた。これにより、ユビキタス情

報社会を前提とする最先端のデジタルアーカ

イブの構成手法や記述形式を熟知した人材の

育成が図られた。このような国際的に通用する

人材はすべてを一人で把握するマルチタレン

トなゼネラリストではなく、個別の専門性を生

かして文化資源の様態を把握することのでき

るスペシャリストであり、本COE拠点ではスペ

シャリスト養成のプロセスを確立できたこと



 
 

様式２ 
【公表用】 

 東京大学（K08）―6頁 

       

が意義深い。このプロセスに関与したリサー

チ・アシスタントは延べ7名、デジタル化の研

究の中核に参与した若手の人材を含めるとそ

の数は10名以上にのぼり、全員が何らかの形で

アーカイブ研究にリンクした業績を挙げるこ

とに成功している。また、「文化資源統合アー

カイブ」により国内の研究者を広く集め、集合

知の発展を検証したが、この過程に約20名の学

生を組み込み、アーカイブを利用した知識形成

に参画することで、研究教育的側面をも生み出

すことに成功した。 

 優れた若手研究者の採用： 

12名の博士課程学生のRA採用並びに、優秀な

ポストドクタークラスの研究者を10名採用し、

経済的な支援を実施した。また、国際標準化活

動にも積極的に参画し、国際的なイニシアチブ

をとることができる人材育成を実施した。 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的

知見等 

次世代のユビキタス情報社会基盤を形成す

ることを目的とした本拠点において、情報技術

を核としながら、哲学、文化、社会、経済、法

律といった幅広い知見を融合させることによ

り、従来の殻を破り、新たな領域を創成した。

世界最大規模のデジタルアーカイブ自体を構

築するのみではなく、デジタルアーカイブ技術

ならびにユビキタス・コンピューティング技術、

特にRFIDによる実世界タギング技術の融合に

より、現実世界と仮想世界にあるアーカイブデ

ータを一般社会、日常生活において利用可能な

基盤技術を構築した。核となる情報技術に関し

ては、RFID、センサーネットワーク、オーバレ

イネットワーク、仮想現実、マンマシンインタ

フェース技術などの分野において世界レベル

の成果を輩出した。研究成果の一つである場所

情報技術を応用したシステムは、東京ミッドタ

ウン、上野動物園、東京都庁といった実際の施

設において採用されていることからも、研究の

質の高さがわかる。 

デジタルアーカイブに関しては、文化資源の

データを統制するためのメタデータエレメン

トセットの開発と、資料の検索・閲覧が可能な

オントロジーマップの組み込み、そしてソーシ

ャルコミュニケーションのアーカイブ上での

活用に注力して研究を行った。メタデータに含

まれる意味や概念を複数の資料間で接続し、ア

ーカイブの格納資料を意味連関の側面から接

続する手法であり、一件無関係な資料同士がい

かなる概念レベルで接続可能なものであるか

をオントロジーマップ上で視覚的に把握し、そ

こから資料にアクセスする画期的な検索手法

を提案した。これらの手法・技術は海外におい

ても実装例は見られず、アメリカ合衆国のThe 

National Archivesにおけるデジタルアーカイ

ブ、英国のBritish LibraryのOnline Gallery

においても単純な検索機能を提供しているに

過ぎない。 

さらにはシンポジウムを通じて、哲学と技術、

プライバシーと技術、文化と技術といった様々

な軸で議論を行い、ユビキタスを社会基盤とし

て確立するための方向性を示すことができた。

さらには、政府に対して政策提言などを行うこ

ともできた。これは本COE拠点が学際的なアプ

ローチをとっており、あらゆる分野の研究者の

知識の融合によってもたらされたものである。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

３つのサブプロジェクトは連携を行ってき

たが、拠点形成に向けて、更に有機的連携を深

めるために、さらにサブプロジェクトを横断す

るCOE共同シンポジウムを開催した。また、「ユ

ビキタス情報コンテンツ形成プロジェクト」の

成果であるデジタルコンテンツを「ユビキタス

情報技術研究プロジェクト」の成果であるユビ

キタス技術を用いて、利用者に発信するユビキ

タス情報配信サービスプロジェクトを実施し、

キャンパス内におけるデジタルコンテンツの

展示に用いることを行った。また、デジタルコ

ンテンツの管理にユビキタス技術を用いると

いった先進的な取り組みも実施した。「ユビキ

タス情報社会国際研究プロジェクト」では、ユ

ビキタス情報技術が与える情報社会の変容が

大きなテーマとして技術と社会制度の関係を

共同で研究を進めた。さらに、政府におけるユ

ビキタス基盤プロジェクトの制度設計の部分

でも、本COE拠点の「ユビキタス情報社会国際

研究プロジェクト」と「ユビキタス情報技術研

究プロジェクト」のメンバーが共同で制度設計

にあたった(自律移動支援プロジェクト・国土
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交通省)。 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 国際研究拠点の設置・連携： 

海外の研究機関との提携、並びに研究拠点の

設立を通じ、国際競争力のある大学づくりへの

貢献を行った。具体的には、中国科学院、復旦

大学、大連ソフトウェアーパーク(中国)、南洋

理工大学(シンガポール)、NECTEC(タイ)を設立

し、フィンランドの技術研究センターと研究協

力に関する覚書(MOU)を調印した。 

 国際人材交流： 

国際人材交流を通じ、国際的に通用する人材

輩出ができる環境構築にも貢献した。具体的に

は、ソウル国立大学(韓国)：大学院生の交換、

共同シンポジウム、ワークショップの定期的開

催、清華大学(中国)：大学院生の交換、共同シ

ンポジウムの定期的開催、復旦大学(中国)：大

学院生の交換、共同シンポジウムの定期的開催、

上海交通大学(中国)：大学院生の交換、国立台

湾大学(台湾)：大学院生の交換、国立台湾政治

大学(台湾)：大学院生の交換を実施している。 

6)国内外に向けた情報発信 

 国内シンポジウムによる情報発信： 

国内においてはCOEシンポジウムを20回実施

した。テーマは多岐にわたり、ユビキタスをキ

ーワードにして、技術研究、哲学的な考察を含

めた基礎理論研究、社会情報学的分析、法的・

経済学的分析、ユビキタスコンテンツの構築や

その活用など、あらゆる内容での議論を展開し

た。参加者は延べ8000人以上となり、1回当た

りの参加者が平均約400名と多数の人々に対し

て情報発信を行うことができた。さらにこのシ

ンポジウムの成果を書籍として出版し、広く一

般向けに対しても情報発信に努めた。 

 国際シンポジウムによる情報発信： 

国際シンポジウムにおいても情報発信を実

施した。毎年12月に開催されるTRONSHOWにおい

て、国内外に本COE拠点が中心となって開発し

たユビキタス・コンピューティング技術の展示

ならびにシンポジウムを実施した。参加者数は

5年間で延べ5万5千人以上となり、技術系のシ

ンポジウムでは群を抜いているといえる。EU政

府や中国政府など、海外からも多くのユビキタ

ス関連の政策担当者も招聘し、本プロジェクト

の研究成果の発信に努めた。 

7)拠点形成費等補助金の使途について(拠点形

成のため効果的に使用されたか) 

経費は効率的に使用された。特任教員ならび

にRAの雇用経費、さらには On-Job-Trainingを

実施するにあたり学生に対して支払われた謝

金に費やした。また、研究の直接の成果となる

次世代ユビキタスデバイスの開発などの費用

にも充てた。国内シンポジウムの開催費用や国

際シンポジウムへの渡航費用、国際シンポジウ

ムのための海外研究者招へい費用、特別講義な

どにおける講師の招へい費用などにあてた。 

②今後の展望 

COEプログラム実施中に新規に総合分析情報

学コース、ならびにアジア情報社会コースを設

立した。また、産業界と結びつきという観点で

は、2つの寄付講座を開設し、21年度からは社

会連携講座を開設した。さらには、本COE拠点

の研究教育活動を持続的に実施するための機

関として、「ユビキタス情報社会基盤研究セン

ター」を設立した。これらのCOE拠点で築き上

げた教育研究基盤をもとにさらなる発展をし

ていく予定である。 

③その他(世界的な研究教育拠点の形成が学内

外に与えた影響度) 

学外への影響としては、本COE拠点の形成を

通じて、ユビキタス・コンピューティングの研

究拠点を世界各国に設立することができた。学

際的なアプローチによる多数の活動を通じて、

日本政府、韓国政府、EU政府など国内外のユビ

キタス関連の政策担当者に対しての影響も与

えている。具体的には、日本におけるu-Japan

計画、韓国におけるu-Korea、u-City計画、EU 

Framework 7におけるCASAGRAS、GRIFSといった

政策において本拠点の知見が取り入れられた。

また多数のシンポジウムを通じて述べ6万人以

上の人々に対して情報発信を行った。このこと

は、国内外の産学官の人々に多数影響を与えて

いるといえる。学内への影響としては、活動を

経て情報学環内部に新規のコース(通常の大学

院の専攻にあたる)を二つ設立し、ユビキタス

の研究拠点としての地位を確固たるものにし

たことがあげられる。 
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拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 次世代ユビキタス情報社会基盤の形成 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕 
・本拠点形成計画の成果で、ＤＰ(ディスカッション・ペーパー)、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性の 

あるもの 
※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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[3] Tetsuo Kamina, Noboru Koshizuka, Ken Sakamura: “Embedding Legacy Keyword Search into Queries for 
the Ubiquitous ID Database,” NBiS 2008, pp.263-272. 
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[5] T. Kamina, T. Aoki, Y. Eto, N. Koshizuka, J. Yamada, Ken Sakamura: “Verifying Identifier-Authenticity in 
Ubiquitous Computing Environment,” in Proceedings of the UCI 2007, pp.403-408, 2007. 
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[17] Takashi Miyaki and Jun Rekimoto: “Sensonomy: Envisioning Folksonomic Urban Sensing,” in Proceedings of the 
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[18] Nobuyuki Kasuya, Takashi Miyaki, and Jun Rekimoto: “Activity-based Authentication by Ambient Wi-Fi 
Fingerprint Sensing,” in Proceedings of the Ubicomp 2008 Adjunct Programs, pp.16-17, 2008. 

[19] Kensaku Kawauchi, Takashi Miyaki, and Jun Rekimoto: “Directional Beaconing for Robust Wi-Fi Positioning,” in 
Proceedings of the 4th International Symposium on Location and Context Awareness (LoCA 2009), 2009. 
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[21] Ken Iwasaki, Takashi Miyaki, and Jun Rekimoto, “Expressive Typing: A New Way to Sense Typing Pressure and 
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誌』, 14巻4号, 情報知識学会, pp.19-24, 2005年5月． 
[25] 研谷紀夫, 馬場章：「デジタルアーカイブの構築における基本計画と評価モデル」, 『情報文化学会誌』13巻2号, pp.20-26, 

2006年． 
[26] 倉持基, 研谷紀夫, 馬場章： 「歴史写真の情報学的研究－歴史写真デジタルアーカイブの構築と活用に関する基礎検討

－」, 『日本写真芸術学会誌』, 第15巻第2号, pp.20-26, 2006年． 
[27] 研谷紀夫, 馬場章：「建築資料を対象としたリアル・デジタルアーカイブの構築」, 『アーカイブズ学研究』, No.4、pp.50-70, 

2006年． 
[28] Yurina Otaki, Osamu Sakura and Masahiro Otaki: “Water systems and urban sanitation: A historical comparison of 

Tokyo and Singapore,” Journal of Water and Health, Vol. 5, No. 2, pp. 259-265. 
[29] Kaori Hayashi: “The Dilemmas of Reforming Japan's Broadcasting System: Ambivalent Implications of its 

Liberalization” , in Television and Public Policy. Change and Continuity in an Era of Global Liberalization (David 
Ward eds.), New York, London: Lawrence Erlbaum Associates. 2008, pp.131-148. 

[30] T. Ishikawa, H. Fujiwara, O. Imai, and A. Okabe: “Wayfinding with a GPS-based mobile navigation system: A 
comparison with maps and direct experience,” Journal of Environmental Psychology, 28, pp. 74-82, 2008. 

[31] Hidetaka Ishida: “Hiroshima à la télévision japonaise : Entre mémoire et oubli ,” in Les dénis de l’histoire : Europe 
et Extrême-Orient au XXème siècle, sous la direction de Pierre Bayard et Alain Brossat, éd. Laurence Teper, août 
2008, pp. 123-135 

[32] Hidetaka Ishida: “Expression of Traditional European Media techniques in the Modern Asian Context,” in ASEF 
Cultures & Civilisations Dialogues 2004/2005, Asia-Europe Fondation, 2005, pp. 319-329  

 
発表著書 

[1] 坂村 健編：「ユビキタスでつくる情報社会基盤」、東京大学出版会、2006年． 
[2] 坂村 健：「変われる国・日本へ イノベート・ニッポン」、アスキー出版、2007年． 
[3] 橋元良明編著：「メディア・コミュニケーション学」、大修館書店、2008年． 
[4] 馬場章編：「上野彦馬歴史写真集成」、渡辺出版、2006年7月． 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 
[1] 平成16年7日～9日、東京国際フォーラム、「TRONSHOW 2005 Conference」、参加者約10,000名(データなし)、招待

講演者 Jim Ready MontaVista Sofware Inc., CEO, 古川享 Microsoft Corp. Vice President, 石井裕 
Massachusetts Institute of Technology Professor、他。 

[2] 平成17年12月14日～16日・東京国際フォーラム、「TRONSHOW 2006 Conference」、参加者約12,200名(データな

し)、招待講演者: Adrian Wilde(National Development Leader of Tasmania-based Neoteck Business Solutions 
Pty), Hon. Lara Giddings(Minister for Economic Development and Minister for the Arts of the Government of 
Tasmania, Australia)、他 

[3] 平成18年6月28日・東京大学武田先端知ビル武田ホール、「ユビキタス情報社会における都市デザインとコミュニティ」、参

加者約250名（20名）、招待講演者、田中浩也・慶応義塾大学・助教授、本江正茂・東北大学・助教授、ヨランダ・ダニエル

ス・コロンビア大学・助教授、カーラ・レイタオ・コロンビア大学・助教授、他）． 
[4] 平成18年12月5～7日・東京有楽町国際フォーラム、「TRONSHOW 2007 Conference」、参加者約12,300名(データな

し)、招待講演者：坂村健・大学院情報学環・教授、Prof. Thambipillai Srikanthan (Nanyang Technological 
University)、他． 

[5] 平成19年4月25日、東京大学本郷キャンパス工学部2号館、「風景のリデザイン ～都市学と情報学の日米対話～」、参加

者100名（データなし）、講演者：チェスター・リーブス（東京大学フルブライト客員教授）、クリス・ウィルソン（ニューメキシコ大

学教授）、ウォレン・サック（カリフォルニア大学サンタクルス校准教授）． 
[6] 平成19年7月11日、東京大学教養学部18号館ホール「〈愛好者 Amatorat〉をめぐって  モバイル環境による「クリティカ

ル・スペースの創出」の試み」、参加者170名（21名）、招待講演者：ベルナール・スティグレール（ポンピドゥーセンター

IRI）、藤幡正樹（東京藝術大学）、ヴァンサン・ピュイグ（ポンピドゥーセンターIRI）． 
[7] 平成19年7月13日～16日、東京大学安田講堂・工学部2号館、「堀場国際会議ユビキタス・メディア： アジアからのパラダ

イム創成」、参加748名(255名)、招待講演者：フリードリヒ・キットラー（フンボルト大学）、ベルナール・スティグレール（ポン

ピドゥーセンター文化開発局）、バーバラ・マリア・スタフォード（シカゴ大学）、キャサリン・ヘイルズ（カリフォルニア大学教

授）、マーク・ハンセン（シカゴ大学）． 
[8] 平成19年年12月8日、東京大学武田先端知ビル武田ホール、「冷戦期アジア太平洋における文化外交」、参加130名(14

名)、講演者：Mary Lui（Yale University）、Chia Youyee Vang (University of Wisconsin, Milwaukee)、姜明求・

Baek Misook (Seoul National University)、Penny Von Eschen (University of Michigan) 
[9] 平成19年12月12日―15日、東京国際フォーラム、「TRONSHOW 2008 Conference」、参加者約13,500名(データな

し)、Dr.Leii H. Chang (Project Manager of Industrial Technology Research Institute, Taiwan), Mr. Billy Chiu 
(Senior Director of Oracle China), Prof. Thambipillai Srikanthan (Nanyang Technological University)、他． 

[10] 平成20年2月16日、東京大学医学系研究科教育研究棟14階鉄門記念講堂、「東アジアにおける英字新聞の挑戦」、講演

者: Michel Temman, Kang Myung Koo(Professor and Director of Communication Studies at the Seoul 
National University), Kim Hoo Ran(Editorial Writer, The Korea Herald) 他. 

[11] 平成20年6月17日－19日、「〈タイムラインLignes de temps〉 ワークショップ」、参加者30名（10名）、ベルナール・スティ

グレール（ポンピドゥーセンター文化開発局・局長、IRI・所長）、ヴァンサン・ピュイグ（ポンピドゥーセンターIRI・副所長）、

藤幡正樹（東京藝術大学大学院映像研究科・研究科長）． 
[12] 平成20年12月「TRONSHOW 2009 Conference」、参加者約11,100名(データなし)、招待講演者 Bing XuWei 中国

家電研究院 院長、Sui Xueqing 中国科学院計算技術研究所 副所長、Kari Tilli フィンランド科学技術庁、ほか 
[13] 平成21年3月11日、「映像アーカイブはテレビを拡張する」、参加者260名（データなし）、INAthèque所長 ジャン・ミシェ

ル・ロード、NHK放送文化研究所 研究主幹 桜井 均. 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

 総合分析情報学コースの設立：コンピュータやネットワーク、ユビキタス・コンピューティング技術を基礎と

して、センサーや観測衛星から大量のデジタル情報を取得し、それを必要な場所や機器へ通信し、それ

を保存・解析したうえで、更に実社会において有効に活用する分析情報学の学際的な専門教育を目指し

て設立した。世界をリードするユビキタス技術の教育研究拠点として、海外の多くの研究拠点と提携して

いる。 

 アジア情報社会コースの設立：世界的な拠点としてアジアのハブとして機能すべく2008年に設立したコー

スであり、すべての講義を英語で実施し、情報学のキーワードの元、政治、経済、社会学など幅広い分野

にわたって教育研究を実施している。 

 OKIユビキタスサービス学寄付講座(沖電気)：教育研究講座として2007年から2009年の3年間で実施する

寄付講座として設立した。本COE拠点の研究成果をもとにユビキタスサービスをキーワードに産業界にお

ける技術の活用を念頭に特別講義の実施や、若手教員による学生の指導などを実施した。 

 ユビキタス情報社会基盤学寄付講座(凸版印刷)：2007年10月から2010年9月までの3年間で実施する寄

付講座として設立した。本COE拠点の研究成果をもとにユビキタスの基盤技術を開発するとともに、若手

教員による学生の指導などを実施した。 

 COE特任教授による講義：COE特任教授として大石久和・特任教授（財団法人国土技術研究センター・

理事長） 、篠塚勝正・特任教授（沖電気工業株式会社・代表取締役）、石田忠正・特任教授（日本貨物

航空株式会社・代表取締役社長）、井村亮・特任教授（株式会社日立製作所・ミューソリューションズ事業

部長）といった産業界で実績のある方々による講義を実施した。 

 RA・謝金制度：博士課程の学生を対象にRAとして雇用をし、経済的に支援を行った。修士課程の学生に

対しては、下記に述べる大規模実験におけるOn-Job-Training において作業に対する謝金として支出

することにより経済的な支援を実施した。 

 優れた若手研究者の採用：本COEプログラムが核となって博士課程学生のRAを採用し、ポストドクターレ

ベルの若手研究者を特任教員として６名を採用し、こうした若手研究者の経済的支援を行った。また、日

本において開発されたユビキタス技術をITU-Tにおける国際標準化推進のために、COE拠点の若手研

究者を国連の下部組織である国際標準化機関ITU-Tに派遣し、実際の国際標準化を担当させ、国際的

なイニシアチブをとれる人材育成にも努めた。 

 学生が獲得した研究費・受賞：学生自らが、研究テーマを企画し、研究計画を立てて自律的に研究を進

めることを奨励しており、その成果として8件の学生自身による研究費獲得、並びに6件の学生の受賞があ

った。 

 外国大学・研究機関との国際交流：ソウル国立大学（韓国）：大学院生の交換、共同シンポジウム、ワーク

ショップの定期的開催、清華大学（中国）：大学院生の交換、共同シンポジウムの定期的開催、復旦大学

（中国）：大学院生の交換、共同シンポジウムの定期的開催、上海交通大学（中国）：大学院生の交換、国

立台湾大学（台湾）：大学院生の交換、国立台湾政治大学（台湾）：大学院生の交換を実施している。さら

には、中国科学院（中国）： “TRONユビキタスオープンプラットフォーム研究室”、復旦大学（中国）：

“uID/RFID Open Laboratory”、大連ソフトウェアーパーク（中国）：“T-Engineソフトウェア実験室”、南洋

理工大学（シンガポール）：“TEADEC (T-Engine Application DEvelopment Center)”、NECTEC（タイ）：

“T-Engine Embedded System Laboratory”を設立し、フィンランドの技術研究センター(VTT: Valtion 

Teknillinen Tutkimuskeskus):ユビキタス・コンピューティング分野での研究協力に関する覚書（MOU）を調

印した。 

 世界最大規模の実証実験を通じたOn-Job-Trainingの実施：ユビキタス・コンピューティング技術を用い

た産官学が連携した大規模実験を、東京（銀座）、東京（新宿）、東京（自由が丘）、福岡、神戸、京都（京

都市）、京都（宇治市）、松山、神戸、高山、豊田、北海道旭川、千葉県館山市・南房総市、千葉県九十

九里地域、長野県中山道地域、徳島県・高知県、沖縄県等で実施し、それらのプロジェクトにおいて修士

課程並びに博士課程の学生、若手研究者らが開発した手法を適用し、東京や京都などでは一部実用化

につなげた。  

 食品トレーサビリティ講習会：平成19年、平成20年とユビキタス・コンピューティング技術を用いた食品トレ

ーサビリティに関して、社会人を対象に講習会を実施し、人材教育に努めた。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 

設定された目的は十分達成された 

 

（コメント） 

拠点形成計画全体については、ユビキタス情報社会を先導する概念形成や基礎理論、工

学的技術や社会応用にわたり、世界水準の学際研究を推進する拠点形成を目指し、設定さ

れた目的は十分達成されたと評価できる。 

人材育成面については、主としてポストドクターを中心に、多様な経験による国際競争

力を持つ人材の育成に努力が払われているが、RA（リサーチ・アシスタント）に対する支

援及び育成された大学院学生数ともに十分とは言い難く、また、育成の「質」の問題に関

しては、個別の分野の人材は育っているものの、総合的視点を持つ人材をいかに育成する

のかについては、今後に期待される。 

研究活動面については、特に基盤技術に関し、日本発の次世代ユビキタス技術において、

世界水準の研究開発を達成し、実証実験まで実施したことは高く評価できる。しかしなが

ら、他の2つのプロジェクトに関しては、グローバルな知識体系の構築に関して様々な挑戦

的試みを行ったことは評価できるが、今後世界水準の研究成果としての顕在化が期待され

る。また、シンポジウムなどを活発に開催し、国際連携への努力を行ったことは評価でき

るが、3つのプロジェクトの有機的連携がより密接に行なわれ、さらに大きな成果を生み出

すことが期待される。 
今後は、総合分析情報学コースなど、2つのコースの新設、ユビキタス情報社会基盤研究

センターによる展開を図る計画であるが、これまでの延長線では持続的な教育・研究の展

開は難しく、創意工夫と地道な努力が必要である。 

 

 

 



機関名： 東京大学  拠点番号： K08  

 

 

評価結果に対する意見申立て及び対応について 
 

 

意見申立ての内容 意見申立てに対する対応 

【申立て箇所】 

今後は、総合分析情報学コースなど、2つのコースの

新設による展開を図る計画であるが、これまでの延長線

の研究では難しく、創意工夫と地道な努力が必要であ

る。 
 

 

 

【意見及び理由】 

総合分析情報学コース、アジア情報社会コース、いず

れも、大学院学際情報学府の下の教育の組織である。Ｃ

ＯＥ拠点は、研究面と人材育成の教育面とがあるが、本

ＣＯＥ拠点の場合、研究面の成果を展開する組織とし

て、情報学環内に「ユビキタス情報社会基盤研究センタ

ー」を設置し、人材育成・教育面の成果を展開する組織

が「総合分析情報学コース」や「アジア情報社会コース」

である。従って、上記にあるように、この２コースの主

ミッションは研究ではないので、上記記述箇所は適切な

表現ではないと思われる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対応】 

 以下の通り修正する。 
今後は、総合分析情報学コースなど、2つのコースの

新設、ユビキタス情報社会基盤研究センターによる展開

を図る計画であるが、これまでの延長線では持続的な教

育・研究の展開は難しく、創意工夫と地道な努力が必要

である。 

 

【理由】 

これまでの延長線では、持続的な教育・研究の展開は

難しいことを指摘したものであることから、その趣旨が

明確になるよう、修正した。 
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